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「外交力強化」と「積極的平和主義」 

― 平成 26年度（2014年度）外務省予算の概要 ― 

 

外交防衛委員会調査室  佐々木 健 

 

１．はじめに 

平成25年12月24日、政府は平成26年度予算（政府案）を閣議決定した。平成25年度予算

は民主党政権下で行われた概算要求を、政権交代後に第二次安倍内閣が政権の方針に沿っ

た形に組み替えて編成を行ったため、第二次安倍内閣にとっては、本年度予算が初の本格

的な予算編成となる。平成26年度予算は、平成25年12月12日に閣議決定された「平成26年

度予算編成の基本方針」において、「社会保障を始めとする義務的経費等を含め、聖域なく

予算を抜本的に見直した上で、経済成長に資する施策に重点化を図る」としたこと等を踏

まえ、デフレ脱却と経済再生を掲げる政権の姿勢を反映したものとなっている。 

本稿では、平成26年度外務省予算に関して、その全体像や特徴的な内容について紹介す

る。 

 

２．平成26年度外務省予算の全体像 

（１）外務省予算の全体額 

 平成26年度外務省所管一般会計予算は総額6,661億円（うちＯＤＡは4,230億円）、対前年

度比9.5％（578億円）増となった。第二次安倍内閣の経済対策である「アベノミクス」に

より、為替が大幅に円安へと傾いたため、ＯＤＡや国際機関への分担金を中心に外貨建て

の支払が予定される経費の実費負担が大幅に増加している1。また、国家公務員給与の特例

減額措置の終了に伴う人件費の増加、平成26年４月に予定される消費税増税も見越されて

いる2。なお、第186回国会に提出された平成25年度補正予算については、総額2,058億円（う

ちＯＤＡは1,450億円）が計上されている3。 

 

（２）平成26年度ＯＤＡ予算 

 平成26年度ＯＤＡ予算の編成に当たっては、外交力強化のため、戦略的にＯＤＡを活用

するとの観点から、二国間ＯＤＡへの重点化を進め、ＯＤＡ事業量を確保することとして

いる。政府全体の平成26年度一般会計ＯＤＡ予算は、5,502億円（対前年度1.3％（71億円）

減）とされ、平成11年度以来、15年連続の減額となった。他方、外務省所管一般会計ＯＤ

Ａ予算については、4,230億円（対前年度0.4％（18億円）増）を計上しており、平成23年

度予算において11年ぶりに増額に転じてから４年度連続の微増となっている。その背景と

しては、外交力強化のために戦略的にＯＤＡを活用するとの観点から、政府全体として二

国間協力の柱となる外務省の無償資金協力及び技術協力に重点化されたことが挙げられる。

その結果、無償資金協力は、対前年度1.5％（25億円）増の1,667億円、技術協力は、対前
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年度2.3％（34億円）増の1,503億円となった4。 

 

３．外務省予算における注目点 

平成26年度外務省予算は、①アジア太平洋地域の戦略環境の変化を踏まえた国益の確

保・増進、②グローバルな課題への貢献を通じた「グローバルな利益」の増進の２点が重

点事項とされる。また、平成25年12月17日に閣議決定された「国家安全保障戦略」におけ

る基本理念である「積極的平和主義」の具体的実践のためにも必要な予算とされている。

以下、これらを踏まえた平成26年度予算の重点項目を紹介する。 

（１）外交実施体制の強化 

外務省は、従来、在外公館や外交に携わる人員が主要国に比べて少ないことを訴えてき

ている（表参照）。第二次安倍内閣は、戦略的外交を推進するため、国際社会に対する日

本の立場の発信力の強化や、人的体制及び在外公館等の物的基盤の整備を含め、総合的外

交力の強化を図るとしている5。これらを踏まえて、平成25年12月20日に岸田外務大臣と麻

生財務大臣との間で折衝が行われ、平成26年度予算では、マーシャル、アルメニア、ナミ

ビアの計３大使館に係る予算が計上されることとなった6。なお、近年、在外公館について

はスクラップ・アンド・ビルドが原則とされ、大使館を新設する場合には、別途総領事館

を廃止するなどの措置が採られることが多かった。しかし、平成26年度予算においては、

７公館の小規模化等は行うものの、在外公館の廃止は行わないこととしている。 

【表】主要国の在外公館（実館）の設置数及び外務省職員数 

国名 全在外公館数 大使館数 
 

外務省職員数 
うちアフリカへの設置数

日本 ２０７ １３９ ３４ 5,786 

米国 ２７１ １６８ ４９ 27,002 

英国 ２４５ １４５ ３５ 6,626 

フランス ２７０ １６３ ４７ 9,487 

ドイツ ２２５ １５３ ４３ 7,938 

イタリア ２２６ １２４ ２４ 4,061 

ロシア ２４８ １４４ ４０ 11,705 

中国 ２４９ １６４ ４９ 9,000 

（注）在外公館の設置数は平成25年１月１日現在（日本は平成26年度末予定）。 

   外務省職員数は平成24年度調査結果（日本は平成26年度末予定）。 

（出所）外務省資料より作成    

外務省職員の定員については、平成25年度末時点から45人純増（うち、平成25年12月に

発足した内閣官房国家安全保障局（ＮＳＡ）へ12人が振替）の5,786人が予定されている。 

 人員配置の見直しについては、外務本省が37人の純増（うち、ＮＳＡへの振替11人）と

なり、在外公館が８人の純増（うち、ＮＳＡへの振替１人）となった。在外公館について

は、各省からの出向者（アタッシェ）が26人純増（増員12人、他省庁からの振替14人）さ
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れ、増員12人のうち９人が、防衛省から防衛駐在官としてアフリカ及び欧州に配置される。

また、平成22年に民主党政権の下で策定された在外公館タスクフォースでは、「３～５年間

をかけて、約100名を目途に体制強化が必要な新興国や資源国、新設公館所在国に再配置す

る」との方針が示されているが、平成26年度予算においても、欧州等からインド、南米な

ど新興国の公館への人員シフトの措置が採られている7。  

 

（２）領土保全対策（10億円） 

平成26年度予算においては、領土保全対策として10億円（前年度8.1億円）を計上して

いる。平成25年度に引き続き行う既存事業では、北方領土関連対策に3.6億円、竹島関連対

策に0.3億円、シンクタンクを活用した調査研究（尖閣含む）に1.6億円、国際刑事裁判所

（ＩＣＣ）に提訴された場合の対応等に係る法的コンサルテーションに0.3億円を計上して

いる。また、新規事業では、領土・主権問題に関する我が国の主張や立場への理解を内外

に求めるべく、西欧諸国を中心とする各国の政策スタッフや日本・中国・アジア問題など

の研究者、報道関係者等を対象とし、対象者による発信の支援、促進等を内容とする内外

発信のための多層的ネットワークを構築するために3.4億円を計上している。 

 

（３）在アルジェリア邦人に対するテロ事件を踏まえた危機管理体制の構築・強化（10億

円、補正予算と合わせて15億円） 

 平成25年１月、アルジェリアで発生し、邦人10名が犠牲となったテロ事件を踏まえ、政

府は、事件発生時の対応、在外邦人及び企業の安全確保に係る危機管理体制の不備等を検

証するため、「検証委員会」及び「有識者懇談会」をそれぞれ設置し、検証報告や提言が取

りまとめられた。これらの報告や提言は、事件当時、政府が情報不足に陥ったことから、

情報収集・分析体制の強化等について指摘した。外務省は、平成26年度予算において、海

外緊急展開チームの編成及び派遣等の即応体制の強化（５億円）、国内外における安全対策

セミナーの拡充等を始めとする官民連携（0.7億円）、緊急事態発生時の安否確認8や危険情

報の発信の強化等から成る情報収集・発信能力の強化（４億円）、途上国のテロ対処能力向

上支援等の国際テロ対策の強化（１億円）を計上している。また、平成25年度補正予算に

おいては、緊急性に鑑み、在外公館の警備体制に係る施設整備及び海外渡航時に在留届の

提出義務のない短期滞在者の身元確認システムの開始のため、５億円が計上されている。 

 

（４）グローバルな利益への貢献 

 人権や女性といったグローバルな課題への対処として、平成26年度予算では43億円を計

上している。人権分野においては、いまだ民主化の途上にある国の民主化支援等の人権尊

重に係る支援や、第183回国会において承認されたハーグ条約の着実な履行のための措置等

を内容としている。また、女性問題への取組として、ＵＮ ウィメン（ＵＮ Women）9やそ

の関係機関との協力強化、国際刑事裁判所（ＩＣＣ）被害者信託基金への拠出及び女性の

能力強化、保護、母子保健の分野における支援強化を掲げている。特にＵＮ Womenへの拠

出は、平成25年９月26日に安倍総理が国連総会において、「女性が輝く社会」の実現を目指
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すと表明したこと等を受けて10、対前年度５倍増の4.5億円（平成25年度補正予算4.5億円

を合わせると10倍増）が計上されている。また、核軍縮の分野においては、平成26年４月

に開催予定の軍縮・不拡散イニシアティブ（ＮＰＤＩ）広島外相会合の主催に係る0.1億円

を始め、65億円が計上されている。このほか、中東地域の平和と安定の実現のため、1.3

億円が計上されている。 

 

（５）戦略的ＯＤＡの展開（4,230億円） 

 第二次安倍内閣では、ＯＤＡは一義的には開発途上国の経済発展に寄与するものとされ

る一方、同時に日本の国益にも資するとの意義が重要視されるとともに、「積極的平和主義」

の具現に向けて重要な外交手段の一つとして位置付けられ、その重要性が更に増大してい

ると評価されている。以上の観点から、「日本再興戦略11」に明記された「経済協力の戦略

的な活用」の基本方針の下、①日本にとって好ましい国際環境の形成、②新興国・途上国

と日本の成長の実現、③人間の安全保障の推進と日本への信頼の強化の３つの目標実現の

ため、ＯＤＡを戦略的に展開する必要から、以下の重点分野を中心に4,230億円を計上して

いる。 

 ① 日本にとって好ましい国際環境の形成（約426億円） 

  日・ＡＳＥＡＮ交流40周年を機に、2013年12月に開かれた日・ＡＳＥＡＮ特別首脳会

議において、我が国は、ＡＳＥＡＮの連結性向上への支援を表明した。ＡＳＥＡＮは、

政治・安全保障、経済、社会・文化の３つの共同体から成る組織を2015年までに構築す

ることを目標としており、平成26年度予算においては、域内の陸上・海上交通インフラ

の整備支援に77億円を計上している。このほか、パレスチナ支援や北アフリカ・サヘル

地域等におけるテロ対策支援などに232億円を計上している。 

 ② 新興国・途上国と日本の成長の実現（約1,472億円） 

  平成25年５月17日、経協インフラ戦略会議において決定された「インフラシステム輸

出戦略」、同年12月５日に閣議決定された「好循環実現のための経済対策」を踏まえ、

アジア等の新興国の成長を取り込んだ日本経済の活性化を目指し、都市開発マスタープ

ラン策定支援等のインフラシステム輸出に318億円を計上している。また、重点地域の

成長を加速化するため、平成25年６月に開催された第５回アフリカ開発会議（ＴＩＣＡ

Ｄ Ⅴ）を踏まえたアフリカ支援に371億円が、民主化の進展するミャンマーに対して79

億円が、それぞれ計上されている。一方、国内の地域活性化や復興への貢献として、中

小企業の国際展開支援に71億円、地方自治体の国際展開支援に54億円がそれぞれ計上さ

れている。 

 ③ 人間の安全保障の推進と日本への信頼の強化（約1,382億円） 

  2013年11月に台風の被害を受けたフィリピンの状況からも明らかなとおり12、開発途

上国の防災能力には、多分に強化の余地がある。平成26年度予算においては、防災能力

強化に向けたシステム構築、人材育成支援等の防災対策、我が国の技術を活用したイン

フラ整備支援に191億円が計上されている。また、2015年の目標年を控え、ミレニアム

開発目標（ＭＤＧｓ）の達成支援に422億円が計上されており、水・衛生分野、教育分
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野等におけるインフラ整備、人材育成支援等が行われる。さらに、途上国の基礎医療サ

ービス等に資する制度構築支援等を行う国際保健外交戦略（ユニバーサル・ヘルス・カ

バレッジ（ＵＨＣ））の推進に171億円が、女性の就学率改善、保健医療支援、紛争下に

おける保護などを通じた能力開発・開発支援に150億円が、それぞれ計上されている。 

 

（６）安保理非常任理事国選挙対策（1.4億円）、経済連携の推進（6.4億円） 

我が国は、国連安全保障理事会（安保理）の改革と常任理事国入りに、以前から意欲

を示している。平成26年度予算においては、2015年10月の安保理非常任理事国選挙対策

として、従来行ってきた首脳・外相会議時における政府トップレベルや、我が国国連代

表部を中心とした各国国連常駐代表への直接の働きかけ等に加えて、国連常駐代表の我

が国への招へい（64か国）及び担当大使等の本国への派遣（24か国）事業を実施するこ

ととして1.4億円を計上している13。 

また、第二次安倍内閣は、各国や地域の活力を取り込んだ我が国の成長のため、現在

は19％である貿易のＦＴＡ比率を2018年までに70％まで引き上げることを目指すとし

ている14。我が国は、平成25年７月に交渉に参加した環太平洋パートナーシップ（ＴＰ

Ｐ）を始め、９件の経済連携協定交渉を進めている15。 

 

（７）国際機関等への分担金・拠出金 

平成26年度予算における国際機関等への分担金・拠出金は、対前年度36.9％（379億

円）増の1,406億円となった。そのうち、分担金・義務的拠出金は1,169億円で、対前年

度で74.2％（498億円）増となった。増額の主な要因は、円安による影響と国連平和維

持活動（ＰＫＯ）分担金を当初予算に前倒しして計上したことが挙げられる。円安につ

いては、国際機関への分担金・拠出金が主にドルなどの外貨ベースで支払われているこ

とから、円に換算した場合、実質的には負担増となっている一方で、分担金・義務的拠

出金は経費負担に関する義務という性質上、時々の政策判断によって減額し難いという

事情がある。また、ＰＫＯ分担金については、従来、その大部分が補正予算で計上され

てきたが、ＰＫＯ部隊の安定的な活動のために早期の支払いを求める国連からの要望を

踏まえて、当初予算において対応することとなった。 

他方で、任意拠出金は、二国間援助をより重点化している近年のＯＤＡに関する方針

や分担金・義務的拠出金増額のあおりを受けて、対前年度比33.5％減の237億円となっ

た。その上で、必要性についてゼロベースで見直した上で、日本再興戦略の実施やＭＤ

Ｇｓを始めとする既存のコミットメントを踏まえてメリハリが付けられた。その結果、

アセアン私費留学生対策等拠出金（0.3億円）等６件が廃止、計42件が減額となる一方

で、ＵＮ Women拠出金（５億円）等30件が前年度比同額以上の額とされるともに、ＡＳ

ＥＡＮ留学生交流等拠出金（0.7億円）等２件が新規に計上された。 

 

（ささき けん） 
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1 外務省は、円安による予算への影響は565億円の増額と試算している。なお、平成26年度支出官レートは、

１ドル＝97円、１ユーロ＝128円、平成25年度は、１ドル＝82円、１ユーロ＝107円、平成24年度は、１ド

ル＝81円、１ユーロ＝112円。 
2 国家公務員給与の特例減額措置終了による影響は、外務省31億円増、ＪＩＣＡ9.6億円増、国際交流基金1.3

億円増とされている。また、消費税増税による影響は、一般的な政策経費についてのみ試算が行われ、９億円

増とされている。 
3 平成25年度補正予算の内訳は以下のとおりである。 

（１）追加財政需要1,908億円（うちＯＤＡ1,302億円） 

シリア・パレスチナを含む中東情勢等への緊急支援として 215 億円が、紛争・自然災害等に対する人道支援

として、フィリピン中部の台風被害への支援66億円、アフリカの災害・紛争対策等への人道支援243億円、世

界エイズ・結核・マラリア対策基金拠出金237億円、ミャンマーの少数民族向け緊急支援16億円等から成る562

億円が、それぞれ計上されている。また、我が国がＡＳＥＡＮに対して緊急に採るべき措置として、2015 年の

ＡＳＥＡＮ統合に資する日・ＡＳＥＡＮ統合基金（ＪＡＩＦ）への拠出金82億円、アジア文化交流強化事業200

億円から成る 282 億円が計上されている。さらに、国連平和維持活動（ＰＫＯ）分担金 591 億円やアフガニス

タン支援 233 億円を含む 844 億円が計上され、震災復興に向け緊急に採るべき措置として、福島第一原発の汚

染水問題に係る国際原子力機関（ＩＡＥＡ）との協力を含む４億円が計上されている。 

（２）経済対策150億円（うちＯＤＡ148億円） 

途上国・新興国における日本方式の普及やインフラシステム輸出のため、ＯＤＡを通じた医療機材や次世代

自動車の供与に55億円が、熱帯病の治癒薬研究開発に係る官民連携支援28億円が、それぞれ計上されている。

また、中小企業や地方自治体の国際展開支援に43億円が、アフリカ諸国の人材育成を通じた日本企業進出支援

（ＴＩＣＡＤ Ⅴで表明した「ＡＢＥイニシアティブ」）に20億円が、ＪＩＣＡ国内拠点の防災力強化に２億円

が、そして、正確な報道により日本の理解を促進する事業に２億円が、それぞれ計上されている。 
4 外務省分を含む政府全体のＯＤＡ予算の詳細と我が国ＯＤＡの今後の課題については、本号掲載の和喜多裕

一「平成26年度（2014年度）政府開発援助予算-60周年を迎える我が国ＯＤＡ-」を参照されたい。 
5 「経済財政運営と改革の基本方針～脱デフレ・経済再生～」（平成25年６月14日閣議決定） 
6 新設が認められた３大使館のうち、アルメニア及びマーシャルの大使館は、小規模公館として設置される。

これらに加え、概算要求においては、ブータン、バルバドス及びトルクメニスタンの３大使館の新設を要求し

ていた。 
7 岸田外務大臣は、今後の在外公館の整備目標について、政府全体の財政状況、主要国の設置状況を踏まえて、

主要国並みの実施体制の実現を目指すとしている。また、具体的な整備の在り方についても、「攻めの外交を戦

略的に展開すべく、質、量とも外交実施体制を手当てする必要」を踏まえて検討していきたいとしている。第

183回国会参議院外交防衛委員会会議録第７号５頁（平25.6.4） 
8 ＳＭＳ一斉通報安否確認システムの導入、在留届制度の広報・啓発の強化など。 
9 ジェンダー平等と女性のエンパワーメントを目指す国連の機関として、2010年７月に設立された。 
10 平成25年９月26日の国連総会一般討論演説において、安倍総理は、①女性の社会進出、能力開発、②女性

を対象とする保健医療、③平和と安全保障における女性の参画と保護に今後３年間で、30億ドルを超えるＯＤ

Ａを実施すると表明した。 
11 「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成25年６月14日閣議決定） 
12 平成25年度補正予算では、フィリピン中部における台風被害への支援として、食料、水・衛生、緊急シェル

ターの提供、瓦礫除去等の支援のため、66億円が計上されている。 
13 事業の具体的中味としては、例えば、重点国の国連常駐代表を日本に招へいし政府関係者等との意見交換や

国内視察等を通じて多角的な日本理解を促し我が国への支持を固めることや、我が国の安保理選挙担当大使等

を重点国に派遣し、当該国の首脳・外相等に直接働きかけることなどが想定されている。なお、2015年 10月の

安保理非常任理事国選挙には、バングラデシュが立候補を表明しているが、我が国は1978年の選挙において同

国に敗れている。 
14 予算に計上された6.4億円のうち、４億円強については、フィリピン、インドネシア、ベトナムの介護士や

看護師などの日本語教育事業等に充てるとしている。 
15 現在、ＴＰＰ、ＲＣＥＰ、日中韓ＦＴＡ、日ＥＵ・ＥＰＡ、日豪ＥＰＡ、日モンゴルＥＰＡ、日カナダＥＰ

Ａ、日コロンビアＥＰＡ及び日ＡＳＥＡＮ・ＥＰＡ（投資・サービス分野）の９つの交渉を行っている。 


